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平成１７年１０月１３日 
各  位 
 

会 社 名 Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 
代表者名 代表取締役社長兼会長 小野寺 正 

（コード番号：９４３３ 東証１部） 
問合せ先 執行役員総務本部長 大 島  進  

（TEL. ０３－６６７８－０７１９） 
 
会 社 名 東京電力株式会社 
代表者名 取 締 役 社 長 勝俣 恒久 

（コード番号：９５０１ 東証・大証・名証第１部） 
問合せ先 総務部株式グループマネージャー 向山 稔浩 

（TEL. ０３－４２１６－１１１１） 
 

会 社 名 株式会社パワードコム        
代表者名 代表取締役社長兼ＣＥＯ 中根 滋 

（非上場） 
問合せ先 執行役員 総務・法務部長  小更 辰彦 

（TEL. ０３－４５５５－２２１３） 
 

 
 ＫＤＤＩ株式会社と株式会社パワードコムの合併基本合意及びＦＴＴＨ事業における提

携について 

 

 

 ＫＤＤＩ株式会社（代表者：代表取締役社長兼会長 小野寺 正、以下「ＫＤＤＩ」）と

東京電力株式会社（代表者：取締役社長 勝俣 恒久、以下「東京電力」）及び株式会社パ

ワードコム（代表者：代表取締役社長兼ＣＥＯ 中根 滋、以下「パワードコム」）は、本

日、ＫＤＤＩとパワードコムの合併について、３社の取締役会においてそれぞれ決議のう

え、「基本合意書」を締結しました。 

また併せてＫＤＤＩと東京電力は、ＮＴＴグループへの対抗軸を形成することを目的に

通信事業において包括的に提携することとし、ＦＴＴＨ事業における統合サービスを提供

することで合意しましたので、お知らせします。  

 

 今回の包括的な提携により、ＫＤＤＩ及び東京電力グループが通信事業に係る経営資源

を統合し、より強固な通信事業グループの実現を目指すとともに、今後は事業の垣根を越

え、通信サービスとエネルギーサービスのコンバージェンス（ＦＭＣ＋Ｅ：固定通信・携

帯電話の融合＋エネルギー）（注）の提供を実現することで、激化する競争市場を勝ち抜き、

お客様に最高水準のサービスを提供します。 

更には、可能な限り早期に、ＮＴＴグループに対抗しうる企業グループを形成すること

により、我が国の国民・社会の期待に応え、経済・社会の発展に十分貢献することを目指

します。 
（注）FMC＋E：Fixed Mobile Convergence + Energy の略。固定通信と携帯電話とエネルギーを融合したサービス

のこと。 

 
1 ＫＤＤＩとパワードコムの合併（詳細別紙参照） 

パワードコムは、競争環境が激しい法人固定データ通信市場において、今後大幅な拡大

が想定される広域イーサネットサービス市場のトップシェアを誇るリーディングカンパ
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ニーです。 

また、ＫＤＤＩは、総合通信事業者として固定、国際から携帯電話に至るまで法人のお

客様のニーズにお応えする体制を整えており、合併により更なるサービス利便性の向上に

基づくお客様満足度の向上に努めていきます。 

 

２ ＦＴＴＨ事業の提携 
ＫＤＤＩと東京電力は、年内を目途として、ＫＤＤＩの映像配信にも対応したＣＤＮ（注）

と東京電力の高品質光ファイバーネットワークを統合し、ＫＤＤＩと東京電力が提供する

通信サービスを組み合わせることにより、商品力・価格競争力のある統合サービスを提供

します。 
また、統合サービスのために東京電力が実施する設備投資に対してＫＤＤＩも一部資金

を負担することや、将来的なＦＴＴＨ事業の提供形態として、東京電力のＦＴＴＨ事業の

分離による事業部門の統合や合弁による事業運営についても具体的な検討を開始するこ

とで合意しました。 

両社は将来にわたり強固な提携関係を築き、サービス利便性の向上に基づくお客様満足

度の向上に努めます。 
（注）ＣＤＮ：Contents Delivery Network の略。ＩＰ技術、大容量回線等を活用し、映像・音声等の配信に適し

たコンテンツ配信網 

 

 

以上 
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【別紙】 

１ 合併の要旨 
（１） 合併の日程 

基本合意書承認取締役会：平成１７年１０月１３日 
基本合意書締結    ：平成１７年１０月１３日 
合併契約書承認取締役会：平成１７年１１月（予定） 
合併契約書締結    ：平成１７年１１月（予定） 
合併契約書承認株主総会：平成１７年１１月（パワードコム 予定） 

なお、本合併は商法第４１３条の３第１項による簡易合併

であるため、合併会社であるＫＤＤＩにおいては、合併契

約書承認株主総会を開催しません。 
合併期日       ：平成１８年１月１日（予定） 
合併登記       ：平成１８年１月上旬（予定） 

 
なお、今後、手続きを進める中で、やむを得ない状況が生じた場合は、３社協議のう

え、日程を変更することがあります。 
 

（２） 合併の方式 
ＫＤＤＩとパワードコムの合併にあたり、ＫＤＤＩを存続会社とします。 
  

（３） 合併比率 
会社名 ＫＤＤＩ パワードコム 
合併比率 １ ０．０３２０ 

 
① 株式の割り当て比率 

パワードコムの株式１株に対して、ＫＤＤＩの株式０．０３２０株を割り当て交

付します。ただし、ＫＤＤＩの保有するパワードコムの株式９,８９７.３４株につ

いては、合併に際しＫＤＤＩの株式を割り当てないものとします。 

また、パワードコムが保有する自己株式についても、今回、割り当てを行わない

ものとします。 
 

② 合併比率の算定根拠 
両社は合併比率を決定するにあたり、各々独自にＫＤＤＩがみずほ証券株式会社

（以下「みずほ証券」）に、パワードコムが日興シティグループ証券株式会社（以下

「日興シティグループ」）に企業価値の分析及び合併比率の分析を依頼しました。こ

れを受けて、みずほ証券及び日興シティグループは、市場株価分析、ＤＣＦ分析、

類似企業比較分析、及びその他各々適当と判断する方法に基づいて合併比率の分析

を行い、その分析結果を各々両社に提示しました。両社はかかる分析結果を踏まえ

て、前述の合併比率を決定しました。 
なお、ＫＤＤＩはみずほ証券より、またパワードコムは日興シティグループより

それぞれ財務的見地から妥当である旨の意見を受領しております。 
ただし、この合併比率は、算定の基礎になる諸条件に重大な変更が生じた場合、

両社協議のうえ、変更することがあります。 
 
 

③ 合併により発行する新株式数 
普通株式 ：１８６，３７６．４８株（予定） 
株券交付日：平成１８年１月４日（予定） 
配当起算日：平成１７年１０月１日（予定） 
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（４） 合併交付金 

本件合併に際し、合併交付金の支払いは行わないものとします。 
 

（５） 合併に向けた推進体制 
 合併業務を円滑・迅速に推進するために、ＫＤＤＩの山本正博（代表取締役執行

役員副社長）を長とする合併準備委員会を設置します。 
 
（６） その他 

① 合併に伴い、パワードコムから執行役員１名の就任を予定しています（合併期日）。

また、東京電力からＫＤＤＩに取締役１名の派遣を予定しています（来年の定時株

主総会時）。 

② パワードコムが保有する子会社等（株式会社ドリーム・トレイン・インターネッ

ト、株式会社ファミリーネット・ジャパン、フュージョン・コミュニケーションズ

株式会社、株式会社アット東京）株式については、合併期日までに、東京電力の方

針により、東京電力若しくは第三者に譲渡することを予定しています。 

 
2. 合併当事会社の概要 

（平成 17 年３月 31 日現在） 
(1) 商号 ＫＤＤＩ株式会社 

（合併会社） 

株式会社パワードコム 

（被合併会社） 

(2) 事業内容 電気通信事業 電気通信事業 

(3) 設立年月日 昭和５９年６月１日 昭和６１年３月７日 

(4) 本店所在地 東京都新宿区西新宿二丁目３番２号 東京都港区港南二丁目 16 番１号 

(5) 代表者 代表取締役社長兼会長 小野寺 正 代表取締役社長兼 CEO 中根 滋 

(6) 資本金 141,851 百万円 45,010 百万円 

(7) 発行済株式総数 4,240,880.38 株 5,840,348.33 株 

(8) 株主資本 1,161,250 百万円 19,540 百万円 

(9) 総資産 2,296,669 百万円 193,612 百万円 

(10) 決算期 ３月３１日 ３月３１日 

(11) 従業員数 8,384 名 1,518 名 

(12) 大株主及び 

持株比率 

京セラ㈱     １３．５０％ 

トヨタ自動車㈱  １１．７２％ 

東京電力㈱     ８３．８１％

(13) 主要取引銀行 日本政策投資銀行 

㈱みずほコーポレート銀行 

㈱ＵＦＪ銀行 

日本政策投資銀行 

(株)三井住友銀行 

(株)みずほコーポレート銀行 

(株)東京三菱銀行 

(株)ＵＦＪ銀行 

資本関係 ＫＤＤＩは、パワードコムの株式 9,897.34 株を保有して

おります。 

人的関係 人的関係はありません。 

(14) 当事会社の関係 

取引関係 ＫＤＤＩは、電気通信役務の提供に要する回線設備につい

て、パワードコムに対し一部の区間の委託を行っておりま

す。 
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(15) 最近３決算期間の業績  
（百万円） 

 ＫＤＤＩ（単体） パワードコム（単体） 

決算期 
平成 15 年 

３月期 

平成 16 年 

３月期 

平成 17 年 

３月期 

平成 15 年 

３月期 

平成 16 年 

３月期 

平成 17 年 

３月期 

売上高 2,202,762 2,340,221 2,547,078 146,454 169,327 117,561

営業利益 107,158 245,232 259,636 8,470 △7,876 2,608

経常利益 95,430 231,326 257,121 3,808 △12,056 △708

当期純利益  50,396 90,617 137,363 △22,104 △14,376 △80,347
１株当たり 

当期純利益（円） 
11,913.95 21,483.07 32,601.49 △26,284.86 △10,760.88 △22,352.60

１株当たり 

配当金（円） 
2,095.00 3,600.00 6,900.00 － － － 

１株当たり 

株主資本（円） 
232,866.16 254,246.44 277,948.96 17,418.48 7,077.15 3,349.37

 
 

3. 合併後の状況 
（１） 商 号 

ＫＤＤＩ株式会社 
（２） 事 業 内 容 

電気通信事業 
（３） 本店所在地 

東京都新宿区西新宿二丁目３番２号 
（４） 代 表 者 

代表取締役社長兼会長 小野寺 正     
（５） 資 本 金 

１４１，８５１百万円 
（６） 総 資 産 

未定 
（７） 決 算 期 

３月３１日 
（８） 業績に与える影響 

合併後の事業見通し、組織体制等につきましては、今後、合併準備委員会において

検討し、決定次第お知らせします。 
 

以上 


